
防官政第５１５３号 

                  １ ３ ． ６ ． ２ ８ 

改正 防官政第３１７２号 

                           １ ６ ． ３ ． ３ ０ 

改正 防官政第２２０２号 

                            １ ８ ． ３ ． ２ ４ 

改正 防官政第７０６８号 

                            １ ８ ． ７ ． ２ ６ 

改正 防官政第１１６２３号 

                           １８．１２．２６  

改正 防官政第８２５３号 

                         １ ９ ． ８ ． ２ ９ 

改正 防官文第３６５１号 

                       ２ ０ ． ３ ． ２ ５ 

改正 防官文第９２４７号 

２ １ ． ７ ． ３ １ 

改正 防官訟第７２１１号 

２ ３ ． ６ ． １ ０ 

改正 防官訟第４５７３号 

２ ７ ． ４ ． １ ０ 

改正 防官文(事)第１８号 

２ ７ ． １ ０ ． １ 

改正 防官訟(事)第３７８０号 

令和４年３月９日 

 

長 官 官 房 長 

施 設 等 機 関 の 長 

各 幕 僚 長 

統 合 幕 僚 会 議 議 長 

技 術 研 究 本 部 長 

契 約 本 部 長 

事 務 次 官    

 

訴訟処理要領について（通達） 

 

 

標記について、別紙のとおり定められたので、遺漏なきを期されたい。 

 

 

添付書類：別紙 

殿 



別紙 

訴訟処理要領 

第１ 趣旨 

この要領は、「国の利害に関係のある訴訟についての法務大臣の権限等に関する法

律」（昭和２２年法律第１９４号。以下「法」という。）に定める国又は行政庁を当

事者又は参加人とする訴訟において、防衛省が実施すべき訴訟に関する事務の処理

に関し、当該処理を円滑かつ統一的に実施するため必要な事項を定めるものとする。 

 

第２  訴訟事務総括者 

１  機関等の所管する事務に係る訴訟に関する事務の処理を総括する者を「訴訟事務

総括者」という。 

２  この要領において「機関等」とは、次の表の左欄に掲げるものをいい、当該機関

等の訴訟事務総括者は、同表の右欄に掲げる者とする。 

機関等 訴訟事務総括者 

防衛省本省の内部部局、地方防衛局 大臣官房長 

防衛大学校 防衛大学校長 

防衛医科大学校 防衛医科大学校長 

防衛研究所 防衛研究所長 

統合幕僚監部（自衛隊サイバー防衛隊を含む。） 統合幕僚長 

陸上自衛隊（自衛隊情報保全隊、自衛隊体育学校、自

衛隊中央病院、陸上幕僚長の監督を受ける自衛隊地区

病院及び自衛隊地方協力本部を含む。） 

陸上幕僚長 

海上自衛隊（海上幕僚長の監督を受ける自衛隊地区病

院を含む。） 
海上幕僚長 

航空自衛隊（航空幕僚長の監督を受ける自衛隊地区病

院を含む。） 
航空幕僚長 

情報本部 情報本部長 

防衛監察本部 防衛監察監 

防衛装備庁 防衛装備庁長官 

 

 



第３ 訴訟の処理担任 

１  訴訟の処理は、訴訟事務総括者、訴訟事務総括者が指定した部隊若しくは機関の

長又は国の債権の管理等に関する法律（昭和３１年法律第１１４号）第１５条第３

号に掲げる措置をとる歳入徴収官等（以下「処理担任者」という。）が実施する。  

 

２  訴訟事務総括者は、前項の規定による指定をしたときは、指定した職員の官職及

び担任する事務を、大臣官房訟務管理官（以下「訟務管理官」という。）に通知す

るものとする。 

 

３  処理担任者が、第６第１項から第７項までに掲げる事項について処理する場合に

おいては、訴訟事務総括者に報告し、又は訴訟事務総括者の指示を受けるものとす

る。 

 

第４ 指定代理人の指定 

法に定める指定代理人の指定は、次の各号に定めるところによる。 

(1)  法第１条に定める国を当事者又は参加人とする訴訟については、訴訟事務総括

者又は処理担任者が、訴訟を提起しようとする場合又は法務省訟務局長、法務局

長若しくは地方法務局長（以下「法務局長等」という。）から当該機関等の所管

する事務に係る訴訟を提起された旨の通知（以下「争訟事件係属通知」という。）

を受けた場合に、当該機関等の職員から適当と認める者を法第２条第２項に定め

る指定代理人の候補者として法務局長等に通知し法務大臣の指定を受ける。ただ

し、訴訟の性質等により、当該機関等に所属する職員のみでは当該訴訟の処理が

困難な場合には､関係機関等間で協議の上、訴訟事務総括者又は処理担任者は、

他の機関等の職員を法第２条第２項に定める指定代理人の候補者として法務局

長等に通知し法務大臣の指定を受けることができる。 

 

(2)  法第５条に定める国を被告とする訴訟又は行政庁を当事者若しくは参加人と

する訴訟については、法務局長等から争訟事件係属通知を受けた者（以下「訴訟

当事者等」という。）が、管下の職員から適当と認めて指名した者又は訴訟当事者

等の上級行政庁の長が当該上級行政庁の職員から適当と認めて指名した者を指定

し、法務局長等を経由し裁判所に通知する。ただし、訴訟の性質等により、当該

機関等に所属する職員のみでは当該訴訟の処理が困難な場合には､関係機関等間

で協議の上、訴訟当事者等は、他の機関等の職員を指定することができる。  

 

第５ 各機関等の協力 

機関等は、訴訟の性質等により、当該機関等に属する職員のみでは訴訟の処理が



困難な場合には、他の機関等と協議の上、第４第１号及び第２号ただし書に掲げる

事項その他の協力を得ることができる。  

 

第６  訴訟の処理 

１  訴訟提起時等 

(1)  訴訟を提起する場合 

 ア  訴訟事務総括者又は処理担任者が、法務局長等に訴訟の提起のための手続を依

頼する場合においては、当該訴訟事務総括者は、提起理由等について、あらかじ

め大臣官房長と調整するものとする。 

イ  アの依頼に基づき、法務局長等が訴訟を提起した場合においては、当該訴訟事

務総括者は別紙様式第 1 により訟務管理官に通知するものとする。 

 

(2)  法務局長等から争訟事件係属通知を受けた場合 

ア  訴訟事務総括者又は処理担任者が法務局長等から当該機関等が所管する事務

に係る争訟事件係属通知を受けた場合においては、当該訴訟事務総括者は、別に

定めのある場合を除き、別紙様式第１により訟務管理官に通知するものとする。 

イ  訴訟事務総括者又は処理担任者が法務局長等に争訟事件係属通知に対して回

答する場合においては、当該訴訟事務総括者は、当該訴訟に関する訴訟方針等の

行政庁意見について、あらかじめ大臣官房長と調整するものとする。  

 

２  訴訟の審理経過 

訴訟事務総括者は、開廷の期日ごとの審理経過を別紙様式第２により訟務管理官

に通知するものとする。 

 

３ 訴えの取下げ等 

訴訟事務総括者又は処理担任者が、第１項第１号の訴訟における国側の訴えの取

下げ又は第１項第２号の訴訟における相手側の訴えの取下げに対する同意に関し

て、法務局長等から意見を求められた場合は、訴訟事務総括者は、大臣官房長と調

整の上、回答するものとする。  

 

４ 裁判上の和解 

訴訟事務総括者又は処理担任者が、裁判上の和解に応じる場合においては、当該

訴訟事務総括者は、別紙様式第３により、あらかじめ防衛大臣に申請し承認を受け

るものとする。 

 

５ 判決書の写しの送付 



訴訟事務総括者は、係属裁判所から判決の言い渡しがあったときには、判決書の

写しを訟務管理官に送付するものとする。 

 

６ 上訴 

係属裁判所からの判決の言い渡し後、訴訟事務総括者又は処理担任者が法務局長

等から当該訴訟の上訴の提起に関する意見を求められた場合においては、訴訟事務

総括者は、大臣官房長と調整の上、回答するものとする。  

 

７ 訴訟の終了 

訴訟事務総括者は、訴訟が終了したときは、別紙様式第４により訟務管理官に通

知するものとする。 

 

 

第７  委任規定 

この要領に定めるもののほか、訴訟に関する事務の処理に関し必要な事項は、各訴

訟事務総括者が定めるものとする。 

 

第８  調停事件への準用 

調停事件に関する手続に関しては、その性質に反しない限り、この要領の規定を準

用する。 

 

第９  その他 

第２第２項の規定にかかわらず、当分の間、防衛監察本部に係る訴訟処理は、防衛

監察監の要請に基づき防衛監察監に代わって大臣官房長が行う。



別紙様式第 1（第６第１項関係） 

 

 

発簡番号 

年月日 

  訟務管理官  殿 

 

訴訟事務総括者 

 

訴訟[調停事件]の係属について（通知） 

 

 

標記について、下記のとおり通知する。 

 

記 

 

1. 係属裁判所、事件番号、事件名 

2. 当事者（原告[申立人]、被告[被申立人]） 

3. 訴え[申立]の概要 

 (1)訴え[申立]の要旨 

 (2)請求の原因等（提起[申立]年月日、請求の原因、原告[申立人]の請求内容、第 1

回期日等） 

4. 訴訟[調停事件]にいたる経緯等 

5. その他参考となる事項 

 

 

 

 

 

 

添付書類：訴状[申立書]（写） 

 

 

注：調停事件の場合は[ ]内の項目とする。 

通知事項は別紙でも可とする。 



別紙様式第２（第６第２項関係） 

 

発簡番号 

年月日 

訟務管理官 殿 

 

訴訟事務総括者 

 

訴訟[調停]経過通知書 

事件の表

示 

裁判所  

事件番号  

事件名  

当事者 

原告[申立人]  

被告[被申立人]  

防衛省指定代理人  

担当法務局名  

今回 

期日  

次回 

期日  

手続  手続  

経過の概

要 

 

 

添付書類：※準備書面、書証等を添付する。 

注：調停事件の場合は[ ]内の項目とする。 

 



別紙様式第３（第６第４項関係） 

 

発簡番号 

年月日 

防衛大臣  殿 

訴訟事務総括者 

 

裁判上の和解[調停の成立]について（申請） 

 

標記について、下記のとおり申請する。 

 

記 

 

１ 訴訟[調停]事件名等 

(1) 係属する裁判所名、事件番号及び事件名 

(2) 訴訟提起[調停申立]年月日 

(3) 当事者(原告[申立人]、被告[被申立人])の住所、氏名、年齢及び職業並びに代理

人の所属、官職、氏名等 

(4) 裁判官氏名 

２ 事件の概要 

(1) 事件当事者双方の住所、氏名、年齢、職業 

(2) 事件の発生年月日、発生場所及び事実 

(3) 当該訴訟提起[調停申立]に至る経緯 

３ 訴訟[調停]の経緯等 

(1) 原告[申立人]の請求の趣旨及び原因 

(2) 被告[被申立人]の主張 

(3) 訴訟[調停]の経緯 

(4) 判決の内容(既に前審において判決があったものに限る｡) 

４ 裁判所和解[調停委員会調停案]勧告理由、法務省、当省の判断等 

(1) 裁判官[調停委員会]の意見 

(2) 法務局等の判断 

(3) 訴訟事務総括者の判断 

(4) 参考となる判例、学説 

(5) 損害賠償金比較対照表―付紙による。（損害賠償請求訴訟に限る。） 

５ 本件和解[調停成立]が防衛省に及ぼす影響 

６ 職員に対する求償権の有無、その程度及び求償額並びにその理由(損害賠償請求に

係る訴訟又は調停事件に限る。) 

７ その他参考事項 

注：調停事件の場合は[ ]内の項目とする。申請事項は別紙でも可とする。 

 



付紙 

損害賠償金比較対照表 

 

区分 原告請求額 判決予想額 裁判所和解勧告額 

損
害
額 

逸失利益    

慰謝料    

葬祭料    

小計    

過失割合    

損害額合計    

控除額(既支出額)    

弁護士費用    

遅延損害金    

賠償額合計 
   

和解勧告額   
 

 

 

注：１ 該当各欄には、金額のみでなく、その計算式をも簡潔に記載するものとする。  

２ 控除額欄は、費目毎に欄を設ける。  

  

 

 

 

 

 

 



別紙様式第４（第６第７項関係） 

 

発簡番号 

年月日 

訟務管理官 殿 

 

訴訟事務総括者 

 

 

訴訟[調停事件]終了通知書 

事件の表

示 

裁判所  

事件番号  

事件名  

当事者 

原告[申立人]  

被告[被申立人]  

防衛省指定代理

人 
 

担当法務局名  

解決区分（確定年月日）  

判決又は和解[調停成立又は

調停不成立]の要旨 

 

添付書類：※和解調書[調停調書]（写）、法務局からの争訟終了通知（写）等を添付 

注：調停事件の場合は[ ]内の項目とする。 


